






かれの主著『経済学および、課税の原理』が ([9J 1.以下でのリカードからの引用はすべて [9 J により，
ローマ数字で巻数を，アラビア数字でページ数を示す乙とにする。なお訳本には原本のページ数が附記されている
ので，特別の場合を除きそのページ数をあげない乙とにする。また訳文は利用させて貰ったが，必ずしも同一ではな
い)マルクスおよび J • S ・ミル経由のマーシャルに対極的l乙継承されて，現代経済学の理論的基
礎を形成してきたことも，ょくしられている。しかし他の古典派経済学者同様， リカードもまた
たんなる理論家に止らず，政策理論家なのであった。かれが19世紀初頭のイギリスー産業革命





タ一[ 3) ，ヒルトン [6 J，ラシッド[7) , 西沢 [15-16) ，服部[13-14)) によってその欠点が補
われつつあるといえよう。以下本論文においては，スラッフアのリカード全集第 5 巻『議会の演
説および証言~ ([ 9 ) V) を中心にしてそのような諸研究をおりまぜながら，経済学者議員リカ
ードの主張とマヌウヴァーとをその前期に焦点を絞りながら追跡することにしたい。
さて J ・ミルの勧めに抗しきれず，リカードがアイアランドの寓敗選挙区ポータリントン (Por­
talington) から，補欠選挙によって下院入りするのは， 1819年 2 月 26 日であった。その翌年にはジ
ョージ 3 世の死去による総選挙が行なわれるが，リカードは前回同様の経過を辿って再選される






































ところで1812年のモスクア敗退以降さすがのナポレオンも退潮の一途をたどり， 1814年 4 月 l乙
経済学者議員リカード 97 
は皇帝を退位し， 5 月には第 1 回パリ条約の諦結がみられた。 乙れをうけてイギリスで、は，同年
7 月比，翌年 3 月まで免換禁止を延長することをきめたのであった。 しかしいざ1815年になると
さらに翌年 7 月まで， 1816年にはさらに 2 年間 2 年後の1818年には t"' ま 1 年間というように，
免換再開はナポレオン戦争終結後小刻みにずるずると引延ばされてきたというのが実情であった。
これをうけて1819年議会は，同年 7 月 5 日と定められた免換再開もいままでの安易な引延しが
不可能であることを悟り， 2 月 2 日には蔵相ヴァンシッター卜 (N. Vansittart) の動議にもとず
き，現金支払再開を目的としてイングランド銀行の状態を調査すべき秘密委員会の設置にふみき
った。そして下院委員会の委員長には若きピール (R. Peel) が，上院のそれにはハロウピイ伯
(Earl Harrowby) がそれぞれ任命され，前者は 2 月 11 日から 5 月 1 日までに24名の証人を，後者
は 2 月 8 日から 4 月 30 日までに同じく 24名の証人を喚問した。わがリカードは，前者においては








閲するのかという実際的なものJ (ヒルトン (6J p. 43，強調ヒルトン)におかれており， しかも




まずリカードは質疑応答(1 J および (2 J において地金論争以来の自己の立場が不変であるこ
とを表明したのち， (8J の「あなたはイングランド銀行券の減少が確実に金の価格の下落を生じ
るとわ考えになりますか」という質問に対して rわたしは，そう思います。わたしはむしろ一国の




さらに質問者が， イングランド銀行券の減少にもかかわらず (1818年下期のf. 2921万から現
在 (1819年 3 月〕のf. 2500万)金価格が上昇したのはなぜかという理論と事実との背理をついて


















目を本位制I乙転じれば， リカードは複本位よりも金単本位制を主張する。質疑応答 (68) での






























を 1819年 4 月 5 日に発表する。そこではまもなく現金支払再開案を提示するのだが，いまは緊急




ところでピール委員会の『第二(最終)報告書』は， 5 月 6 日に提示された。そしてそこでは，
つぎのような内容をもっ勧告がなされていた。すなわち(1)イングランド銀行の流動性を確保する
ため政府貸上金中から 1:， 1000万を同行に返済すること (2)現金支払再聞を段階的に行なうために
1820年 2 月 1 日からは60オンス以上という制限付で金 1 オンス 1:， 4-1-0 の率で，それ以後同
年附 1 日からは 1:， 3-19-6~こ，聞年 5 月 1 日からは旧平価の 1:， 3 ート吋でイングラン
ド銀行が金免換に応じること (3)金貨の溶解および輸出禁止の解除がそれちであった (cf. スマー
ト [10J vol. 1 pp. 676-677)。これをうけて 5 月 24 日には，ピールが 9 項目の決議案(1闘の提出を動
議するが，それはただちに活発な討論を誘発した。このうちエリス(E. Ellis) はかれの修正案を
提示し， 1821年 5 月 1 日以降は金貨および地金のいずれの免換をえらぶのかをイングランド銀行
に任せるのみならず，最終復帰の年を 1 年早やめ1822年 5 月 1 日以降は金貨免換を行なうという
ものであった。そしてこのエリス案には， ティアニイも賛成した (cf.ゴードン [4J p. 50)。わ
がリカードもまたこれらを反駁すべくかれの「最初の重要な議会演説J ([ 9 J V / 368) を行ない，
通貨問題専門の議員としてのゆるぎなき地位を議会内に確保するに至った。まことに当夜はリカ
ードにとって I偉大な時J (ゴードン [4J p. 51) であったらしい。「大歓声の最中に立上っ
fこ J ( [ 9 J V / 9 , note 1 )リカードは，長広説をふるうが，その議論は錯綜しているので，以












第 3 にこれに関連して，エリスが提出し，ティアニイが支持した， 1821年 5 月 21 日以降は金貨
もしくは地金のいずれかの支払の選択をイングランド銀行に任かせるという修正案に対してリカー
ドは，もしも乙の修正案が承認されれば貨幣鋳造のために金に対する異常な需要が惹起きれるであ
ろうし，乙の需要のため「最初の引上げ (3 %J に加えるに 3 ないし 4%の通貨価値の引上げに
なるであろう〔謹聴，謹聴JJ といい，自己の金地金支払案を擁護する。
















第 6 I乙造幣局が金貨をf. 1200万鋳造するのに一年間を要するという上院委員会でのマシエット
(R. Mushett) (8)の証言を根拠にして íイングランド銀行券の削減と造幣局から提供される供給
との合間〔一年間〕に，全国が〔通貨量の〕不足を深酷に感じるだろうということが容易に起る





第 7 I乙リカードは， 4 年聞に段階的にf. 100万の削減という再開案にゆき渡っている警戒に驚
経済学者議員リカード 101 
くとともに，それは「イングランド銀行の無分別な言葉使いに帰せしめうるのみである〔謹聴JJ





















に戻すことによって，・・H ・ H ・・かれの f10銀行券はそれに比例して価値を増加させられるだろうか
ら。かれは金を求めて同行にゆく乙とができないとしても，金匠の誰の所にでもゆくだろうし，







そして最後にリカードは，金貨を無制限に，銀貨を40s. までしか法貨としないという 1817年 2
月の造幣局規定を賞讃し，金単本位制を推奨する。すなわち「かれ〔リカード〕は金を本位とし，
銀を代用通貨としておく乙とはまったく賛成である。……」という。そしてまた乙の問題を考慮




2 時までに及ぶ白熱した討論はカースルリイ (Castlereigh) の示唆によってやっと翌日に持越さ
れるに至った。







るように命じられた。さらに 6 月 14日の同法案の第 3読会では1821年 5 月 1 日以降金貨交換をイ
ングランド銀行に許すというエリス修正案をも受入れた。他方向法案をまわされた上院では 6 月
15日にローダデールが銀行本位制おJよぴ造幣局規定をむしかえしたが否決され 6 月 21 日にはかれ
もそれに賛成するに至り， 6 月 23日の第 3読会では段階的支払の終期である 1821年 5 月 1 日を翌
年まで延ばすという修正を加えて同法案を通過させた。最後に 6 月 25日には下院の承認をうる乙
とによって，同法案はようやく法律(以下ピール法と略称)として陽の目をみるに至った (cf.




たといえよう。そして同会期は 7 月 13 日に閉会となり，側リカードはロンドンからギヤトコウム・
パーク (Gatcomb Park) に引上げる乙とになる。
N 特別議会におけるリカードの演説
ところで1819年の不況は，農業者や製造業者のみならず，労働者階級をも圧迫し，不穏な空気
をみなぎらすとともに政治的急進主義を拾頭させていた。乙のような背景の下で， 8 月 16日に生
じたマンチェスターでのデモ隊民衆虐殺のピータール一事件は(21)世論をわきたたせついには悪
名高き弾圧立法たる「六法」を招来するようにもなった。そしてそのための特別議会が，急速11
月 23 日から 12月 29 日まで開会される。
わがリカードはそこで I穏和なブルジョア・ラデカル」としての真髄を示す演説を行なう。
それは「六法」のトップをきる「煽動集会防止法案」をめぐってなされたもので、あったが，四同法
案は11月 29日にカースルリイによって.提出され， 12月 2 日の第 2 読会(リカードは少数派として
否の投票を行った)を通過し， 12月 6 日に再度取上げられたものであった。乙の日の演説 (cf.











防止法案」には反対の態度を表明する。にもかかわらず， 12月 23 日には同法案の第 3 読会の通過
をみたが，リカードはこの時にも少数派として否を投じ，その節を貫いた。悶
続く 12月 16日の「オーエン計画に対するクレスピニイ (W. De Crespiny) 卿の動議」に際して
のリカードの演説は， リカードの不況原因論および対策論とともにかれの旧機械論的考えを含ん
でいるという意味において重要であった。ただ後者についてはすでに関説した乙ともあるので、，凶
乙乙では前者にのみ焦点をあてる乙とにしよう (cf. C 9 J V/30-31)。リカードによれば，不況に
伴なう雇傭不足および賃銀低下の最大の原因は資本の不足ないし逃避であるが，それを窮局的に
決定するものはまた利潤の低下なのであった。しかもそれらの事態はもともと政府のあずかり知
らぬ自然的要因に属するものであるか b しれない。しかし問題は r資本に対する利潤が他国に
おけるよりも自国で低くなるのを妨ぐべき適当な方策をわれわれが取ってきたのか?反対にその
害悪を増大し悪化さすべきあらゆる乙とをやってきたのではなかったのか ?J という乙とである。
そしてその第 1 にあげられるものとしては「穀物法」があり，四その第 2 Ir.は「貿易に対する
拘束」があり，その第 3 には「国債」がある。もっとも乙れらに対する「即時的」対策は考えら





さらに12月 24日にアーヴイング (J. 1 rving) 氏によって提出された「商業苦況に関するロンド
ン商人の請願」をめぐるリカードの演説でも，かれの不況原因論および対策論はそっくりそのまま








4 年ないし 5 年のうちに実行されるだろう」ともいう。










さてこの特別議会は1819年12月 29 日に閉会するが，翌年 1 月 30 日には老王ジョージ 3 世が死去
する。それをうけて議会は 2 月 28日に解散され，総選挙が行なわれる。リカードは前回同様ポー













(1 985. 1. 1 6. ) 
注
(1) ハンサードによって年代記を編むという試みは，以前にもスマート [10J によって品みられている。しか
しそれは，スラッファのリカード全集第 5 巻のようにリカードに特出されてはいない。
(2) 以上の回数はフェッター([ 3 J , p . 277) によるが，スラッファ (cf. [9 J V) とは喰違いをみせる。
経済学者議員リカード 105 
後者の演説回数は 107 であるが，おそらく前者のうちから重要でないものを削除したものであろう。例えば
スマート ([10J Vol. 1 P. 710) のあげる 1819年 5 月 27日におけるハタ織工法案の第2 読会においてなさ
れたリカードの反対演説などは，それであろう。
(3) もっとも議員以前のリカードの証言もあり，それは1818年 3 月 30 日の高利禁止法 l乙関する特別委員会に
おけるものである (c f. [9 JV /337-347) 。
(4) 地金論争ならびに r地金委員会報告書』については，さしあたりキャナン[l J およびフェッター[ 2 , 
ch. 2. J 等を参照の乙と。
(5) リカードは1809年の‘Morning Chronicle' への 3投稿および翌年の『地金の高値』によって自己の立場を鮮明
にした。しかし乙れに対してイングランド銀行理事ボザンキト (Bosanquet) が反論を加えたので，翌々年
には『ボザンキト氏への回答』によってリジョインダーを詰みた (cf. [9 J 皿)。
(6) ゴードン( [ 4 J pp.36-37) も指摘するように，ローダデール (Earl Lauderdale) と推定される質問者
と答弁者リカードの上院でのやりとりは，両者の理論的相異点一有効需要論 (66-67 ， 76) 信用論 (68-75)
戦中における経済成長の原因論 (114-115) を反映してみごたえがある。以下両院委員会における質疑の
番号は，スラッファに従って，下院のそれを[ J で，上院のそれをカッコなしで示す (c f. [9JV/370)。
(7) 上院証言?においてリカードは，相殺的要因の具体例として，金価格の騰貴や交易縮少をあげている。な
お 4 における貨幣数量説的命題の堅持をも参照のこと。




カードの思いこみにもとずくものと，スラッファは推測する (c f. [9 JV /356-357)。
(9) これは質疑応答[49J における金の造幣価格と市場価格とのヒラキにもとずく免換再開時の物価下落率 5
~6%をうけたものである。なお上院 3 や81では 4% ， 5 月 24日の議会演説では 3% となっているが，乙れ
らはいずれも同時点における金の市場価格の下落を取りこ札でいるためである。
(10) 質疑応答 [88J における「療法J [平価復帰による物価下落〕が「病気J [免換再開延期〕よりも悪いのでは
ないかとの質問に対しでも， リカードは，そうし寸事例を認めうるとしても「乙れはその種の一事例である
というようにはわたしには思えません」といいきっている。
(1) なお質疑応答[132J 一 [133J および35-36をも参照のこと。また下院でのベアリング (A. Baring) ，上
院でのローダデール等の複本位ないしは銀本位支持者とリカードとの対立点については，ゴードン([4 J 
pp.37-41) やフエッター([3 J pp. 94-95) をもみること。ただ後者では証青当時のリカードが「まだ議員
ではなかった」とするが，これはフエッターの記憶違いであろう。
(12) 質疑応答 2 においてリカードは，少々の不都合があるにしても，同年 7 月 5 日でも現金支払を完全に確実
l乙実行する乙とが可能だと答えている。
(13) 質疑応答 [99J では過剰取引をもたらす原因として，手形割引更新への積極的依存があげられている。
(14) その外にも，質疑応答[103J での保蔵否定， [106J 一[108J における造幣料の問題等々もある。
(15) イングランド銀行は， 1816年12月および翌年 5 月には小額銀行券の部分的免換を行ない，さらに1817年10
月以降には同年 1 月 1 日以前の日付をもっ銀行券の全面免換にふみきった。しかしその翌年 2 月の急激な金
流出により 1819年 1 月にはふたたび免換停止に戻っていた (cf.フエッター [2 J p. 83，ゴードン [4 J 
p.41 , ヒルトン[6 J p. 38) 。
(16) 上記第 1 勧告が第 3 決議案l乙，第 2 勧告が第 4 一第 6 決議案l乙，第 3 勧告が第 9 決議案に，それぞれ盛り
こまれている。この外第 1 決議案は，さしせまった同年 7 月 5 日の免換再開の延長を，第 2 決議案は免換再
開時の明示とそれへの準備手段の必要性をうたうもので，それ以降の決議案l乙対する序論的決議案としての
性格をもっ。また第 7 決議案は，第 4 一第 6 決議案で定められた期間内における段階的換算率はその範岡内
では変更可能ではあるが，いったん決定されたときにはそれ以降増加させえないとするものである。続く第
8 決議案は1823年 5 月 1 日以降の金貨免換を提唱するものであり，この両者はあいまって第 4 一第 6 決議案
の補足としての役割を果たす (c f. [9JV/7-8)。
106 経済学者議員リカード
(1の この所が (9) Vの訳本 (p. 11) では í彼らの手中から現金支払再開の準備を公言しないでおくことは…
…」となっているが，誤りであろう。
(18) ふつうには， Mushet のようである (cf. (9) XI/63)。
(19) この両者とも，銀本位もしくは複本位論者である。なお老商人は，タイムズl乙投稿したローダデールの
‘Thre~ Letters' の署名である (c f. (9) V /17, note 1) 。
側 同会期におけるリカードの他の演説としては， (i)救貧税悪用防止法案 (3 月 25日および 5 月 17 日) (ii)国
営トミクツ l乙関するリットルトン (W. H. Lyttlt on) 氏の動議( 5 月 4 日) (iii)ハタ織工法案( 5 月 27 日)
(iv) 国庫証券諸法案( 6 月 2 日) (v) 予算案 (6 月 9 日) (vi) イングランド銀行貸付法案 (6 月 16 日) (vi) 
園内消費税法案 (6 月 18日)等々があげられよう。
(21) その詳細については，さしあたりワイト (12) , リード (8) ，ウオルムズリイ (11)等，参照の乙と。
聞 これ以外に， (i)不敬および不穏ザンボウ法 (ii) 軽犯罪法(iii) 軍事訓練防止法(iv) 武器補獲法 (v) 新
聞紙印紙税法がそれらを形成する (cf.スマート (10)Vol.1 pp.723-724，アレビイ (5)pp. 67一72)。
間 1818年頃にかかれ，死後マカロック (J. R. McCulloch) によってスコッマン (Scotsman) に発表された
リカードの 2 論稿‘Observations on Parliamentary Reform' (1824年 4 月 24 日)&‘The Def巴nce of the 
Plan of Voting Ballot' 周年 7 月 17日)によれば í3 年ごとの選挙」のほかに第 3 の方策としての「無







なおリカードはこの時点では機械についての補償説的見解を懐いていたが，のちに『原理，第 3版JJ (1821) 
において排除説的見解に革命的な変更を行なった経過については，真実 (17) を参照のこと。
(25) 議会外における『利潤論JJ (1815) や『原理JJ (1817. 2. ed. 1819) の発言を別 lとすれば，これが議会内にお
けるリカードの穀物法に対する最初の反対発汗のようである (cf.ゴードン[4) p. 202, note 24)。
聞 この前の12月 22日には，マーベリイ (J. Maberly) 氏による「イングランド銀行および国庫証券に関する
文書要求動議」にさいしてのリカードの演説がある。
間 コベット (W. Cobbett) はこれを利用して，それ以降かれの雑誌‘Political Register' でリカードを予 I j者
とよんで毒ずいたらしい (c f. [9 )V/40 , note 2)。
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